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Ⅰ. 概要～事業実施に関する基本方針 

1．事業目的 

 

生産年齢人口が減少する中、人手不足は恒常化しうる問題である。中小企業では、経営者の高齢化に伴う

事業承継の問題を含め、経営課題の上位に「人材の不足」が挙げられており、特に成長・拡大を志向する中

小企業では、企業の持続的成長・発展や地域活性化に必要な付加価値創出を担う「中核人材」確保を戦略的

に進めていくことが必要であり、経営支援機関等による経営支援～人材発掘支援～フォローアップのシーム

レスな支援が望まれる。 

これまで、経営支援機関と人材支援機関の連携による中核人材確保スキームの実証を行ってきたところで

あり、こうした取組がより広域かつ大規模に、面的に広がることを目的として、地域において複数の経営支

援機関等による連携体（以下、「地域ネットワーク」という。）を形成し、経営支援機関等が個別あるいは連

携して、効率的かつ効果的に中小企業の経営課題の明確化から人材確保等までの支援をシームレスに行える

よう、実証事務局及び実証機関を募集し、経営支援機関等へのノウハウの提供を含めた仕組みづくりの実証

を行う。 

 

 

2．当事業の概要 

（1）概要 

 

事業目的である人材にかかる問題、特に中核人材確保能力強化を達成するには金融機関・商工会議所をは

じめとする経営支援機関が企業の人材問題にかかる役割を担う必要が生じている。その理由は、人手不足に

よる倒産など、人材による課題が重大になるなか、いままでの市場原理では解決しにくくなっていることに

原因がある。すなわち、人に関わる問題の複雑化・多様化（構造的人手不足・それによる複雑な問題、たと

えば、事業承継・M&A）している状況にある。 

またさらに複雑化・多様化する採用方法（多様な人材・多様な採用方法）が進展している。この解決のた

めには経営課題を基点としたアプローチが必要となり、それが可能な経営支援機関が担い手となる必要があ

る。ゆえに当事業の推進が必要である。 

 その実現の為、当事業では人材確保能力を強化するために地域ネットワークの形成、担い手の育成の実証

を行う。 

地域ネットワークの形成においては、地域の中核人材確保能力を強化すべく、以下の点をポイントとして

実施している。地域ネットワークの形成によりどのようにすれば強化できるのかの視点では、①他の地域で

の横展開も考え模倣容易性確保のために既存の連携体ではない新しいつながりを実現出来るかをどのよう

な動機付けで行うかの検証（地域の担い手の発見から組織化まで）、②Step.1～5 を切り口とした分業体制の

あり方の検証、③持続性を持たせるために連携体およびその構成機関に持続性をどのように埋め込むかの検

証、④これを昨年度開発し有効性を確認した勉強会方式をより発展させ、個別訪問やツールの充実を図りつ

つ行う。 

 担い手の育成においては、地域ネットワークの構成要素である経営支援機関の中核人材確保能力を強化す

べく、以下の点をポイントとして実施している。①経営支援機関により実力差があり、また持続を持たせる
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必要がある。ゆえに機関個別に勉強会を実施する「機関個別勉強会方式」を実施する。②機関個別勉強会で

は機関内でもインフルエンサーから窓口の方までいることを意識したプログラムとする。特にインフルエン

サーが社内で教えることを意識する。③コロナ禍で不透明な中ではあるが実際の経営者の挙動を通して研修

の実効性を確認すべく「企業戸別訪問」を実施しカリキュラム・ツール等のブラッシュアップを図る。 

 

（2）スキーム全体像 

 地域ネットワーク形成・担い手育成における関係性は下図の通りである。 

 下図「施策」に記載してある部分が具体的施策である。 

地域ネットワークについて： 

 経営支援機関を県横断的に募り、ネットワークを組成する。 

 地域ネットワークは各経営支援機関のキーマン（ハブとなる人材）を集めた「勉強会」として実現する。 

各経営支援機関での担い手育成について： 

機関内インフルエンサーに対する「経営支援機関個別勉強会」および「企業戸別訪問（研修の実践編）」に

て行う。このインフルエンサーから現場担当者に波及させることを狙い、経営支援機関での中核人材確保能

力の持続性、さらに地域ネットワークの持続性確保を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人材の分類は以下の通りである。 

キーマン（ハブ） ：各経営支援機関の人材確保にかかる責任者であり、かつ機関横断的なハブとなる役

割を果たす方。すなわり連携体の窓口（顔）になる方である。 

 インフルエンサー ：機関内で人材確保支援のノウハウを他のメンバーに普及させる方。主に経営支援部

門の方である。 

 現場担当者    ：顧客（会員）企業との直接の接点になる方、すなわちコンタクトパーソンである。 

 

なお、連携体（勉強会形式）にハブとなる方を集めるのは各経営支援機関の連携の決済を持つ方である必

要があるからである。また、インフルエンサーに機関内個別勉強会を実施するのは個人に留まらず組織的な

能力を高めることと、組織的に持続的な能力保持をしていただくことが狙いである。 
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（3－3）連携体組成に向けた取組 

①連携体組成～地域のコア経営支援機関発見のプロセス 

 当初、県経営支援部門の呼びかけにより集めることを狙った。これは昨年度はこの方式により多くの経営

支援機関を集めることが出来たからである。しかしながら本年度はコロナ禍により当該部門がコロナ禍対応

担当部門であることから実現が困難となった。 

 そこで、次の方式に切り替えることとした。 

 昨年度参加経営支援機関・新規の経営支援機関共に地域の人材にかかる課題を解決することを訴求点とし

て、そのあるべき姿を創り上げるという理念に共鳴することを狙った。すなわち「共創」することを訴求す

ることで求心力を得ることを狙った。 

 

②連携体の組成方法 

 

連携体の地域的範囲：県単位にて実施 

連携体の建付け  ：名称を「勉強会」として実施 

開催頻度     ：月 1 回程度のペースにて実施。 

実施内容     ：最新知識インプット（能力向上）のための講演・あるべき姿策定のための意見交換

会から構成した。 

参加者対象者   ：各機関の外部接点となる方（経営支援部門部門長） 

参加対象者へのメッセージ：深刻化する人材に対する相談に対応する（組織的な）能力を向上させるべく、

その責任者が参加。 

意見交換会の具体的な内容：５Stepに対して各機関の担うべき範囲および実際に出来る範囲。他機関の支

援が必要な領域。 

参画機関の巻き込みを図るためあるいは取組の足並みをそろえるため、または支援能力を高めるために取

組の前提として特に力を入れたこと点など： 

           機関個別打合せの実施＝機関ごとに打ち合わせすることで固有の課題を明らかに

し、解決を図ることを行っている。 

議論の内容    ：下記のような議論を展開した「人材にかかる課題の共有」。 
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【参加者の評価アンケート結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【イベントの評価】 

・人材問題解決対応の必要性を認識している。 

・多数ある支援制度が企業に充分に浸透していない現状（ギャップ）。 

・人材に対するソリューション不十分 

 

【議論概要】 

 ・初回ゆえ各経営支援機関がどのような人材にかかる問題を抱えているか、どのような対応をしているか

を共有。 

 ・アンケートの自由記載にもある事項について共有がなされた。 

 

【写真：受講の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

1 基本的なDXの理解・活用・推進について理解のレベルを教えて下さい。 十分 14.3 できた 71.4 あまり 14.3 できなかった 0

2 中小企業のDX化は有効と考えますか。 大変 0 有効 85.7 あまり 14.3 有効でない 0

3 貴社支援、中小企業様でDX化についてお困りごとはありますか。 あり 66.7 不明 16.7 ない 0 意識したことなし 16.7

4 ガイドラインの示す5ステップの考え方は有効であると思いましたか。 大変 0 有効 100.0 あまり 0 有効でない 0

5 ツールの目的・原理・使い方について、理解のレベルを教えて下さい。 十分 16.7 できた 83.3 あまり 0 できなかった 0

6 ５ステップを実務に活用してみようと思いますか。 是非 0 機会あれば 100.0 場がない 0 しない 0

7 既に企業訪問時に機関独自の経営活用ツールを使用していますか。 している 14.3 したことあり 14.3 予定あり 0 していない 71.4

8 今日の勉強会の総合的な評価をお聞かせ下さい。 大いに役立つ 0.0 役立ちそう 100.0 あまり 0.0 役立たない 0.0

●経営支援機関の中小企業に対する支援について

9 貴社内人材確保に関する問題の対応部署はございますか。 ある 33.3 無いが担当あ 50.0 特にない 16.7 対応なし 0

10 貴社の主たる経営支援内容は何でしょうか。 経営指導、融資制度、補助金制度支援、金融・本業支援、創業、事業継承

経営課題全般

11 現在会員企業様から人材に関するご相談はありますか。 多い 33.3 度々 16.7 時々 50.0 ない 0

12 人材に関してどのようなご相談が多いですか。 人手不足解消、求人確保、専門人材、若手人材不足、外国人材

後継者、年齢構成、現場従業員

13 人材以外はどのようなご相談が多いですか。 経営相談、資金繰り、販路拡大、WEB広告

14 ご相談がある場合、どのような対応をされていますか。 事業者へ 28.6 解決策の導出 28.6 経営指導員 14.3 支援機関 14.3

自社紹介業 14.3 対応なし 0

15 問題解決について現在どのような連携先がございますでしょうか。 よろず支援、地元専門家、ミラサポ、各部署の情報共有

16 今後、人材問題解決への対応を強化したいと考えていますか。 強化予定 50 できれば 33.3 必要あり 16.7 なし 0

●自由回答

・ 各省庁からいい情報はたくさんあるが、受け手企業、特に零細企業は自身の経営に照らし合わせることが苦手のようで、いかにこの点を補うかが課題。

様々なサポート制度が現場の実態にあわないことがある理由のこの点にあるのではないかと思う。

今後も支援側と企業側での認識や理解のギャップを埋めていくのが重要と再認識した。

・ 人材に関する相談で苦労、困っている点：提携している人材紹介会社がないので、直接的な紹介ができていない。 時間が必要。

経営上の問題や外部環境の変化が影響していることを理解しない経営者が多い。 真のニーズ（問題点）のあぶり出し。

・ 強化したい内容、連携先：事業性評価からの企業課題の発掘、共有化。 人材問題解決に向けた課題解決営業の実践。 人材紹介業務。
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【参加者の評価アンケート結果】 

 

 

 

【イベントの評価】 

・概ね高評価を頂いた。 

・下記の具体的な問題をどのように解決するかを検討する必要がある。 

 ・各支店の担当者が人材問題解決の必要性を理解できるか課題。 

 ・兼業・副業については需要訴求がまだ十分ではない。 

 ・ソリューションを提供できる民間との連携の必要性。 

 

【議論概要】 

 ・各経営支援機関の人材確保に対する取組状況共有。 

 ・兼業・副業に対する会員（顧客）企業の認識レベルと潜在的需要について議論。 

 

【写真：受講の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

1 基本的な兼業・副業の実態の理解・活用について理解のレベルを教えて下さい。 十分 62.5 できた 37.5 あまり 0 できなかった 0

2 兼業・副業人材の活用は中小企業にとって有効と考えますか。 大変 33.3 有効 66.7 あまり 0 有効でない 0

3 貴機関会員企業様の兼業・副業人材活用についてお困りごとはありますか。 あり 33.3 不明 33.3 ない 16.7 意識したことなし 16.7

4 新潟県における求人市場の状況・求人方法について理解のレベルを教えて下さい。 十分 66.7 できた 33.3 あまり 0 できなかった 0

5 人材を確保しやすい企業(離職しにくい企業）について理解のレベルを教えて下さい。 十分 55.6 できた 44.4 あまり 0 できなかった 0

6 意見交換会は有効でしたか。 大変 37.5 有効 62.5 あまり 0 有効でない 0

7 今日の勉強会の総合的な評価委をお聞かせ下さい。 大いに役立つ 37.5 役立ちそう 62.5 あまり 0 役立たない 0

●経営支援機関の中小企業に対する支援について

8 貴社内人材確保に関する問題の対応部署はございますか。 ある 25 無いが担当あり 62.5 特にない 12.5 対応なし 0

9 貴社の主たる経営支援内容は何でしょうか。 経営改善計画等の策定支援、人材紹介、兼業・副業人材の紹介

経営指導、労務管理、各種説明会、助成金指導、融資指導、見本市出展

10 現在会員企業様から人材に関するご相談はありますか。 多い 33.3 度々 22.2 時々 44.4 ない 0

11 人材に関してどのようなご相談が多いですか。 人材確保、人材不足、学卒採用、後継者、経営幹部からワーカー層まで多岐

求人を出しても人がこない。

12 人材以外はどのようなご相談が多いですか。 資金繰支援、売上増加、補助金、課題についてはFG全体でソリューション提供し解決。

13 ご相談がある場合、どのような対応をされていますか。 事業者へ 87.5 解決策の導出 0 特になし 0
ケースバイ

ケース 12.5

14 問題解決について現在どのような連携先がございますでしょうか。 プロ人材、労働局、ハロワ、関東経産局、中小機構関東、

新潟県中央中小企業支援プラットフォーム、人材紹介会社

15 今後、人材問題解決への対応を強化したいと考えていますか。 強化予定 42.9 できれば 42.9 必要あり 14.3 なし 0

●自由回答

・ 人材確保で困っている点：求職者の取扱いを行っていないので、人材紹介会社に頼らざるを得ない。

経営者が経営の観点から人材を考えることに気づいてもらえるかどうか。

・ 課題解決のための人材活用という視点をもつことができた。

・ 副業や兼業人材は活躍していただければ、オープンイノベーションに役立つ。

・ 人材相談で苦労している点：企業が求める人材のマッチング確保、各支店の営業が人材業務をりかいできているかどうか。 予算、法律のしばり。

・ 強化した内容、連携先：中央（東京、関東圏）の情報、副業・兼業に対する企業のハードル下げ、東京都
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【参加者の評価アンケート結果】 

 

 

 

【イベントの評価】 

概ね高評価を頂いたが次の点が課題として明らかになった。 

・各地域によって支援策が異なり（多様）、相互に利用できないものもある。 

・継続的に課題共有と事例分析が必要との指摘あり。 

・採用のみならず育成についても議論したいとの意見あり。 

 

【議論概要】 

 ・経営支援機関の在り方について議論。より具体的には以下の項目を議論した。 

 ・現状の困り事の列挙と解決の課題について議論。 

・課題と解決手段の検討、さらに連携により解決出来る事項の整理。 

 ・各機関の担い手と必要スキルについて議論。 

 

【写真：受講の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

1 従来からあるマッチングメカニズムの問題点と対策について理解のレベル。 十分 50.0 できた 50.0 あまり 0 できなかった 0

2 人材の問題について経営支援機関の支援は有効と考えますか。 大変 25.0 有効 75.0 あまり 0 有効でない 0

3 意見交換は有効でしたか。 大変 25.0 有効 75.0 あまり 0 有効でない 0

4 今日の勉強会の総合的な評価をお聞かせください。 大いに役立つ 66.7 役立ちそう 33.3 あまり 0 役立たない 0

●自由回答

・ 意見交換の方式・テーマ等について：課題提案と身近な成功事例の分析、継続的にこういった場をもてると連携しやすい。

・ 今後、扱うべきと考えるテーマ：人材（人財）育成

・ 県内金融機関の現状を知る機会となった。

・ 市場の調査機能が働かない等、セミナーの内容はとても参考になった。
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【参加者の評価アンケート結果】 

 

 

 

【イベントの評価】 

概ね高評価を頂いたが、下記の課題が明らかになった。 

・幅広い連携（民間人事等）・幅広いテーマ（育成・福利厚生）についても要望あり 

・人材のタイムリーな紹介等迅速な解決の要望。 

 

【議論概要】 

 ・各経営支援機関の顧客（会員）企業の業種・規模（売上・人員数等）からターゲティングを行った。 

・企業の人材に関する問題および人材ニーズの整理 

・連携及び担い手育成の仕組みについてあるべき姿を再検討。 

 

【写真：受講の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

1 ベンチャーキャピタル視点の経営課題解決方法 理解のレベルを教えて下さい。 十分 25.0 できた 75.0 あまり 0 できなかった 0

2 ベンチャー企業、中小企業の悩みと求めているもの 理解のレベルを教えて下さい。 十分 25.0 できた 75.0 あまり 0 できなかった 0

3 銀行、信用金庫、信用組合（経営支援機関）の真の役割 理解のレベル 十分 50.0 できた 50.0 あまり 0 できなかった 16.7

4 新卒採用、大企業人材活用事例は活用できると考えますか。 大変 0 有効 100.0 あまり 0 有効でない 0

5 連携及び担い手に必要なスキル 意見交換は有効でしたか。 大変 25.0 有効 75.0 あまり 0 有効でない 0

6 今日の勉強会の総合的な評価をお聞かせください。 大いに役立つ 0 役立ちそう 100.0 あまり 0 役立たない 0

●経営支援機関の中小企業に対する支援について

7 貴社内人材確保に関する問題の対応部署はございますか。 ある 50.0 無いが担当あり 50.0 特にない 0 対応なし 0

8 貴社の主たる経営支援内容は何でしょうか。 創業支援、成長支援、経営改善支援、事業継承支援、再生支援、

外部専門家派遣、各種ビジネスマッチング、創業第二創業支援

事業拡大のための人材確保（若年層の転職希望者を含む求職者）

9 現在会員企業様から人材に関するご相談はありますか。 多い 33.3 度々 0 時々 66.7 ない 0

10 人材に関してどのようなご相談が多いですか。 人材不足、人材派遣及び人材紹介サービスでの増員依頼

中核人材、経営人材等の高度人材まで掘り下げた企業との対話まで至っていない。

11 人材以外はどのようなご相談が多いですか。 販路開拓、中核企業からの財務専門能力をもと人材紹介要請あり。

12 ご相談がある場合、どのような対応をされていますか。 事業者へ 66.7 解決策の導出 0 特になし 0 適材人材紹介 33.3

13 問題解決について現在どのような連携先がございますでしょうか。 人材ビジネス事業者、マッチングサイト企業、プロフェッショナル人材派遣（新潟県）

国内最大級の人材バンクとの連携（スカウトメールの利用）

14 今後、人材問題解決への対応を強化したいと考えていますか。 強化予定 33.3 できれば 66.7 必要あり 0 なし 0

●自由回答

・ 人材確保で困っている点：経営者に求人の前に経営課題の分析・解決の必要性に気づいていただく機会の提供

・ 協力いただければ、民間企業の人事担当者、公立・私立学校等、進路指導担当者との意見交換会も現場課題整理に有効ではないだろうか。

・ 今後扱うべきテーマ：中小企業の人材に関する課題テーマとして、採用・育成・福利厚生に大別して連携の具体的な在り方を進めてみてはどうだろうか。

・ ベンチャーキャピタルの事業内容、支援手法等、体系的に理解できた。

・ コロナ収束後の人材面での東京一極集中を地方に緩やかにシフトすべきことからも、高度人材（社会貢献思考をお持ちの方）の地方移住への取組価値はあると思う。

・ ベンチャーlキャピタルと銀行（金融機関）との近い、経営支援機関が人材（採用、離職率軽減など）にかかわる経営課題の改善について苦手意識を抱いている現状。

・ 人材に関して苦労している点：人材ビジネス事業者を紹介しても成約に至らない。依頼内容にそった最適人材のタイムリーな紹介。

・ 強化したい内容、連携先：潤沢な求職者の確保、銀行との連携
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【参加者の評価アンケート結果】 

 最終回ゆえ意見欄を多く設けた。 

 

 

【イベントの評価】 

勉強会については高評価を頂いたが、下記の意見を頂戴した。主なものを記載する。 

○ネットワークの在り方について 

・「地域ネットワークの連携のレンジとして、県内 4 ブロック（下越、県央、中越、上越）での組成が望ま

しいのではないか。」この意見は参加者全員が共有するものであった。 

○顧客企業との関係性について 

 「事業後継者向けの勉強会の開催。人材確保（採用）に向けた事業経営者と現場社員の課題のすり合わせ

や自社の強み、他社（ライバル）との違い（優位性）などを洗い出し、どのようなメッセージを発信して

いくかが重要ではないか。」 

 

【議論概要】 

 ・人材問題解決の為に必要な連携について議論。基礎自治体単位が妥当とのご意見多かった。 

 ・担い手のスキルセットについてより具体的な能力・育成方法について議論。 

 ・来期に向けた課題について議論。たとえば、より事業に実効性をもたせるために協働プロジェクトの実

施について意見があり。 

 

【写真：受講の状況】 

 

 

 

 

 

  

1 今日の勉強会の総合的な評価をお聞かせください。 大いに 50.0 役立ちそう 50.0 あまり 0 役立たない 0

2
地域ネットワークの組成についてディスカッション中に語り切れなかった点などございま
したらご記入ください。

3

担い手の育成について、ディスカッション中に語り切れなかった点などございましたらご
記入ください。

4
人材不足課題解決意見交換会の方式・テーマ等について、どのようにすればより有効
なものとなると思われますか。

5
今後、扱うべきと考えるテーマ。

6

今回の勉強会で気づいたこと、疑問点や不安など。

・技術の継承をどのように行っていくか（自動化、マニュアル化、世代間のメンター制度の
導入等）。

・企業の人材育成（特に中核人材育成）に対する取組。

・これまで人材に視点をおいた事業性評価が十分に機能されてなく、実際にどのような中
核人材を求めているか。日々の業務フローの中でどういった課題が埋もれているのか、共
通価値の創造、互いの課題の共有化までに落とし込みが十分でなく、ヒアリング力の強化
が課題と感じている。

・金融機関、商工会・商工会議所、産業支援機関など、参加者の属性により興味のポイン
トや課題感に違いがあるため、共通のテーマでも議論する難しさを感じた。

・地域ネットワークの連携のレンジとして、県内4ブロック（下越、県央、中越、上越）での組
成が望ましいのではないか。

・経営支援機関は県内金融機関、商工会議所、行政の3者とし、インフルエンサーは3機関
の専門部署が担うべきと考える。

・県が旗振り役となり、商工会・商工会連古会に働きかけることが必要。

・事業後継者向けの勉強会の開催。人材確保（採用）に向けた事業経営者と現場社員の
課題のすり合わせや自社の強み、他社（ライバル）との違い（優位性）などを洗い出し、どの
ようなメッセージを発信していくかが重要ではないか。

・社員の定着化に向けた人事評価制度の構築（仕事に対する適正な評価の見える化が必
要）。

・県の担当者の出席と県からの各機関への要請が必要。
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（5）ネットワーク形成において直面した課題・対応・工夫した点など 

 

 実証の趣旨の通り、他地域での再現可能性も加味し、既存ネットワークの存在しないエリアでの組成実証

を行った。 

下記の各切り口に分類して記載する。 

 

 ○連携の地域的範囲 

  課題）連携を県全体で検討していたが、支援策が基礎自治体単位であることが多く、地域横断では打ち

手が少なくなることが分かった。 

  対応・工夫した点） 

    今期は県全体で進めることとしたが、その範囲でも最新のトピックスや地域共通の課題の共有で有

益な議論を得ることが出来た。しかしながらよりきめ細かな企業への対応を図るには基礎自治体単位

が有効であるゆえ、来期はこれを実現してゆきたい。 

 

 ○参画対象機関 

  課題）できるだけ幅広い参画機関を想定し誘引したが、相対的に規模の小さい経営支援機関は人員が少

ないこともあり、また技術的に難しいこともあり勉強会への参加が困難であった（コロナ禍対応も

あり）。規模の大小に関係なく対応する経営課題の幅は同一であるところに起因する。また、残念な

がら態度が積極的でない経営支援機関も見受けられた。 

  対応・工夫した点） 

    ・5Stepの Step.1 の前に Step.0 を設定した。これは会員ないしは顧客企業とのコンタクトパーソン

であれば誰でも行えなければならない事項としてファーストコンタクトの部分を抽出したもので

ある。これにより人員の少ない経営支援機関でも参加しやすいようにした。 

・参画経営支援機関からの指摘もあったところであるが、いきなり多くの経営支援機関を参画させ

るのではなく、高い意欲を持つ経営支援機関、かつ参加数も絞った方が良いとの意見が多く寄せ

られた。実際、意欲の高いところに絞って実施したところ充実した意見を頂くことが出来た。 

 

 ○コアとなる経営支援機関について 

  課題）県全体を地域的範囲とするとコア経営支援機関が見いだしにくかった。また、県レベルの経営支

援機関が必ずしも主導する訳でもない。これは基礎自治体単位で主導的な経営支援機関が多く集ま

ることもあり際だって見えないからである。 

  対応・工夫した点） 

     経営支援機関個別訪問（Web 会議システム経由含む）を繰り返すことで問題意識や意欲が判明し

た。勉強会では最終的には各基礎自治体単位でのコア支援機関が集まる形となった。 
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 ○コア経営支援機関へのリーチ方法 

課題）ネットワークの求心力を県経営支援機関の求心力にもとめたが、折からのコロナ禍により担当部

局が多忙になってしまい、思うように募集ができなかった。 

  対応・工夫した点） 

     直接問い合わせ・経営支援機関への個別訪問というコンタクト方法、地域の人材問題解決のあり

方を共に創るというコンセプトで募集を行った。 

参画誘因においては「会員企業満足度向上」・「これからの支援内容はモノ・カネに加えヒトへ」

すなわち、実質的な意義からアプローチし直した。 

結果として時間はかかったものの 19機関の参加を得た。 

 

 ○連携意識の醸成方法 

  課題）コロナ禍により Web 会議システムが中心となり、従来のコミュニケーション方法が採れなくな

った。先述動機付けがどこにあるかの探索に苦慮。 

  対応・工夫した点） 

    Web 会議システム経由であっても経営支援機関個別にヒアリングすることで巻き込みが可能とな

った。勉強会前に意識あわせすることが重要である。 

また、動機付けの源泉も結果として顧客（会員企業）に直面しているかが大きな動機であることが

判明した。 
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（5）プログラム内容・育成達成度の評価 

（5－1）機関個別勉強会 

（5－1－1）機関個別勉強会の仕様 

①目的 

人材に関する問題、特に中核人材を確保する為のスキルを強化すべく、経営支援機関内にて実施するもの

である。経営支援機関のキーマンたる経営支援部門の方を対象に人材確保に関するノウハウを提供。さらに、

現場の担当者に指導することを狙いとして実施する。 

 

②目標とするスキルセット 

人材採用にかかる問題解決のスキル向上を目的としている。 

スキルとは、企業でのヒアリングによる多様な人材需要の掘り起こし・適正な人材要件化・ソリューショ

ン提案まで経営課題視点から出来るようになることである。そして結果的に企業の人材にかかる問題を解決

することである。特に経営支援機関内で指導的立場にある方を対象に、現場の方を指導することを前提とし

て実施する。具体的には今回使用している「人材確保支援ツール（Ｒ２社会人材実証版）」を現場で使いこな

せるようにすることである。 

 

③実施方式 ―カリキュラム― 

基本的にはワークショップ等を中心にした方式で実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【各科目内容】 

科目 実施内容 使用ツール 

Step.0 

 ファーストコンタクト 

傾聴すべきポイントについて（経営課題とし

て聞くのではなく愚痴を聞く等）・経営者か

ら本音を引き出す方法 

人材確保支援ツール分析 1

（全般的なお悩み） 

Step.1 

 経営課題を見つめ直す 

ValueChain 分析を軸とした構造的な経営課

題の分析手法をワークを中心に実施 

人材確保支援ツール分析 2

（ValueChain 分析） 

Step.2～5 各ステップのノウハウをインプット中心で

実施 

人材確保支援ツール分析 4

以降 
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教材のイメージ（b）：ワークシート 

 

 当初、講義専用のワークシートを作成したが、企業戸別訪問（実践編）との連動性を考慮し、人材確保

支援ツールをワークシートとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤機関個別勉強会における特色・工夫 

 

プログラム自体は４時間にて構成・これは拘束時間を長く確保することが参加対象者が一斉に実務から離

れることに限界があるからである。 

Step毎にコマを設けている。Step.1 では金融機関においては事業性評価シートとシナジーを図ることを意

識している。 

知識面においては問題の解決方法・人材の確保手段等でありこれを理解していただくことである。 

講師は中小企業診断士かつ経営実務経験者が担当している。形式的な戦略論は実務家である企業経営者に

は通用しないゆえ。 

使用したツール：中小企業庁が提示しているツールをベースにワークシート化・現場で読み上げれば使え

るようにアシストする文言の追加を行った。さらに、企業経営者に渡すものもツールとして作成した（経営

者とともに創り上げるスタンスをとった）。 

内容面ではより現場に近い視点で作成した。形式論的な経営理論や人材論は経営者にはインパクトがない。

実際の経営やマッチングの場での知見を盛り込んだものにした。※本を読めば分かる程度のものでは経営者

は納得しない事が多い。 
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【イベントの評価】 

 

○評価の良否 

 ・有効性についての認識は 100％であり良好な結果であった。 

 ・理解のレベルについても自己評価は 100％と良好な結果であった。 

 ・事業性評価の重要性を改めて認識いただいた（社内でまだ必要性認識が不十分との事前の意見があった）。 

 

○課題（“←”対応策） 

 ・理解度は研修時間の配分、すなわちワークの丁寧さに比例している。2 時間という短時間での制約があ

ったことから投入時間に限界があったが、よりじっくり進める方が良い。なお基本設計段階では 4時間で

あった。 

  ← 事前課題化による短時間でも習得できる方法への改善。 

 ・機関内インフルエンサーを同時に集めることから研修時間に制約があった。 

  ← 同上。また、受講者を分割して受講していただく方法も検討する。 

 ・「大変有効」を 100％にすべく、より実務に使える実感を持たせる方式とした方が良いだろう。 

  ← 同じく事前課題化でより深く企業分析できるようにする。 

 ・コロナ禍によりリアルな場での研修ができずWebによる研修となった。さらに教室に PC1台という状

態であったことから、各人の理解度が外観からはよく見えない状況であった。 

  ← ハブとなる方に現地での支援をいただけるようにティーチングアシスタント研修も導入する。現地

での運営面もより細かな段取りを行う。 

 ・今回は企業に対する深い知見が必要なことから各受講者の理解している企業を想定することとしたが、

ケースにした方が良いという意見があった。または想定する企業を事前ワークにしておくと良いという

意見があった。 

  ← ケースを作成、各人の想定する企業も事前課題化も図る。すなわち両方取り入れる。 

 ・ワークシートと現場で使う人材確保支援ツールを分けて作成していたが、より具体的な行動を検討して

研修におけるワークシートも人材確保支援ツール（改訂版）とした。 

 

 

【写真：受講の状況】 
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【参加者アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

十分 できた あまり できなかった

大変 有効 あまり 有効でない

1 本日の研修について

1 本日の研修について理解のレベルを教えて下さい。 0.0% 100.0% 0% 0%

2 本日の研修は有効でしたか。 14.3% 85.7% 0% 0%

2 研修の理解度について

2-1. テーマ「経営支援機関による人材課題解決の必要性」について

当テーマについての理解のレベルを教えて下さい。 0.0% 100.0% 0% 0%

2-2. テーマ「マッチングが成立しない理由」について

当テーマについての理解のレベルを教えて下さい。 40.0% 60.0% 0% 0%

2-3. テーマ「Step.0：ファーストコンタクト」について

当テーマについての理解のレベルを教えて下さい。 28.6% 71.4% 0% 0%

2-4. テーマ「Step.1：経営課題を見つめ直す」について

当テーマについての理解のレベルを教えて下さい。 14.3% 85.7% 0% 0%

2-5. テーマ「Step.2：経営課題を解決するための方策を検討する」について

当テーマについての理解のレベルを教えて下さい。 0.0% 100.0% 0% 0%

2-6. テーマ「Step.4：求人・採用/登用・育成」について

当テーマについての理解のレベルを教えて下さい。 0.0% 100.0% 0% 0%

2-7. テーマ「Step.5：人材の活躍や定着に向けたフォローアップ」について

当テーマについての理解のレベルを教えて下さい。 0% 100.0% 0% 0%

3 研修の改善について

3-1. 今回の研修についてどのようにすればより有効なものとなると

思われますか。

3-2. 今回の研修で気づいたこと、疑問点や不安など ・人材確保の問題点の現状

・ブレインストーミングの形式が望ましい。

・実例紹介 ・可能ならば企業の社長を交えての実施。

・ワーク作業において同一業種に絞って検討。

・研修内容の集約と十分な研修時間の確保

・得意先担当者からも受講してもらい、課題解決提案に活かす。

・研修を複数回し、その間に実際の企業訪問にて実践する。

・人の問題は目先や手先の対応では解決は難しい。

・人手不足は人だけが解決手段でなく、機械化など他の方法でも解決できる。

・研修と実務をリンクさせ、日々の活動を行うことにより、一歩踏み込んだ提案につながり

企業、当庫双方のメリットにつながるものと感じた。

・Value chainの理解は、人材課題の観点からも有効だと気づいた。
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【イベントの評価】 

 

○評価の良否 

 

 ・有効性についての認識は 100％であり良好な結果であった。 

 ・理解のレベルについて自己評価は 100％と良好な結果であった。やはり時間をかけた科目の理解度が高

い。 

 ・研修の具体的な改善案を多数いただけた。次回につなげたい。 

 

○課題（“←”対応策） 

 ・他の機関同様に機関内インフルエンサーを同時に集めることから研修時間に制約があった。 

  ← 事前課題化により対応。また、受講者を分割して受講していただく方法も検討する。 

 ・Web による研修でしかも教室に PC1 台という状態であったことから、各人の理解度が外観からはよく

見えない状況であった。ここの改善は前回より間に合わなかったところである。 

  ← ハブとなる方に現地での支援をいただけるようにティーチングアシスタント研修も導入する。現地

での運営面もより細かな段取りを行う。 

 ・研修と企業訪問を交互に繰り返してはどうかとの提案が有り。実践とその振り返りを繰り返すメソッド

も有効と考える。 

  ← 次回の採用を検討する。 

 

 

【写真：受講の状況】 
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（5－2）企業戸別訪問（実践編） 

（5－2－1）企業戸別訪問の仕様 

 ①目的 

人材に関する問題、特に中核人材を確保する為のスキルを強化すべく、経営支援機関内にて実施するもの

である。特にこの企業戸別訪問は実際の経営者の挙動から対応方法を学ぶものである。下記の点を目的とす

る。 

 

・経営支援機関のキーパーソンに人材確保支援ツールの実際の使い方を見せ、学習していただく。 

・特に経営者の挙動は予定調和は無いことから、どのような反応を示し、どう対応するのかを理解してい

ただく。 

・経営者の経営課題、人材確保に対する意識を理解し、経営支援機関としての人材対応ニーズを探る。 

・実際に人材確保支援ツールを使用するなかで、ツールや進行方法の改良点を探る。 

 

 

②目標とするスキルセット 

人材採用にかかる問題解決のスキル向上、すなわち「人材確保支援ツール（Ｒ２社会人材実証版）」を現場

で使いこなせるようにすることを目的としているが、座学の経営支援機関個別勉強会に対して、特に以下の

スキルを養成することを目標とする。 

 

• 経営者の顕在化している問題点のみならず、潜在的な問題を知り、企業の真のニーズを探る。 

• 実際に経営者がどのような反応をするかを理解する。 

• 臨機応変に対応する必要性を理解する。 

 

 

 ③実施方式 ―カリキュラム＝手順― 

 

実際に会員企業に赴き、企業経営者（陣）との対話によりその実施方法・効果を検証する。 

 例えば下記の手順で実施する。 
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 ツールのイメージ(a)：経営支援機関向け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ツールのイメージ(b)：企業向け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤企業戸別訪問における特色・工夫 

 

実際に企業に訪問し、実際にヒアリング行い、経営支援機関の担い手と経営者の挙動を探り、改善を「共

に」してゆくことが特長である（共創型）。 

基本的に１案件１回の訪問である。しかも 1 回 30分以内での完結を目指す。それが実務的である。 

現場にて記入するツールを作成・提供する。 

特に効果的な点は、経営者が当初と異なる態度に変わってゆくことを体感することである。 
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【受講者の評価】 

 

 経営支援機関側からは下記の回答を得た。 

 理解度、有効性については良好な結果を得た。 

 課題としては 1回の訪問では解決手段まではすぐに至らないことが明らかとなった。さらに検証を進めて

いただきたい旨の指摘があった。 

 

 

 

【企業側評価】 

 

 参加企業からは下記の回答を得た。 

 目的である気づきについては良好な反応を得られた。 

しかしながら経営者がその場での解決手段を求めたため、反応が悪かった。具体的には付加価値向上の具

体策についての質問に深入りした感がある。その点の回答も示したが、それは本来行うべきではないもので

ある。また、そのソリューションについても先入観が強く理解しなかったようである。 

課題としては訪問の趣旨をより時間をかけて説明する必要がある（文書化・ビジュアル化必要）。 

 

 

 

 

１．本日の戸別訪問について

1 今回の訪問について理解のレベルを教えて下さい。 十分 0 理解できた 100.0 あまり できなかった 0

2 今回の訪問は人材問題解決に有効でしたか。 大変 0 有効 100.0 あまり 0.0 有効でない 0

3 どのような点が有効であると感じましたか。

3．戸別訪問の改善について

1 今回の個別研修についてどのようにすればより有効なものとなると思われますか。

2 今回の研修で気づいたこと、疑問点や不安など。

多様な業種で有効か、事業規模や経営状況の差が結果にどう影響するのか更なる実証
を進めてデータを収集する必要があると思われる。

今回のような戸別訪問の情報を中企庁はどのように解釈し、政策判断に活かそうとするの
か、今後の動向が気になる。

ヒアリングシートにそって聞き取りすることで企業の概要や強み、弱みが明らかになること
で、経営的観点から人材問題を把握するには有効と思われる。

しかし、人材問題に関しては事情が複雑であることが多く、解決手段を簡単には導き出せ
ないと感じた。

１．本日の戸別訪問について

1 今回の訪問は経営課題（特に人材問題）解決に有効でしたか。 大変 0 有効 0 あまり 100.0 有効でない 0

2 どのような点が有効でないと思われましたか。

3 今回の訪問では具体的な解決に至れましたか。 大変 0 有効 0 あまり 0 有効でない 100.0

4 至れなかった場合、どのような点が不足していましたか。

5 今回の訪問では新たな気づきはございましたか。 大いに 100.0 少し 0 ほとんどない 0 全くない 0

6 新たな気づきについて。

7 今後、どのような活動をしていきたいとお考えでしょうか。

２．経営支援機関の人材問題に対する支援について

1 人材の問題について経営支援機関の支援は有効と考えますか。 大変 0 有効である 0 あまり 0 有効でない 100.0

2 経営支援機関の人材問題支援にどのような点に期待しますか。

3 戸別訪問によるヒアリングについて、方式等についてどのようにすればより有効なものと
なると思われますか。

4 戸別訪問の総合的な評価をお聞かせ下さい。 大いに 0 役立ちそうだ 0 あまり 100.0
役立ちそう

にない 0

社内の課題解決。

中小企業は小規模事業者へのヒアリングを重ねて、ミスマッチを防ぐこと。

複数人で一社訪問でなく、共有のヒアリング内容から個人で一社訪問して、多くのサンプ
ルを得る方が有益と思う。

提言する部分では有効であると思うが、現実の経営課題（特に人材問題）に関して、各企
業が抱える課題に直接解決に導かれるわけではないから。

人材や効率化の問題に関して、顧問契約という形を提案されていたが、中堅・大企業クラ
スでは効果を発揮する内容とは思う。然しながら、常に経営層と従業員の距離が近く、内
部の課題を把握しやすい環境にいる中小企業以下の規模の事業者には有効な解決策と
は考えられなかった。

問題点は価格転嫁した場合の、競争力低下や対顧客心理といった予測の難しい部分へ
の問題を感じており、合理思考外についてが考慮されていない提案で、対人の部分を置き
去りにしていた。

顧問契約の費用対効果に関しても疑問。
利益や売上の向上についても、単純に価格転嫁といった案であり、それは目新しいもので
はなく、企業側も持つ一案と同じであった。

専門家の方より、社内のシステムを見ていただき違った目線での意見をいただけた。
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（6）担い手育成において直面した課題・対応・工夫した点など 

 

 下記の各切り口で整理する。 

○担い手の探索 

 課題）機関の性質により大きく経営分析能力に差があることが判明。 

 対応・工夫した点）Step.0（コンタクトパーソンとして最低限必要なこと）の設定により多くの担い手が

参加できるようにした。 

組織の規模によって育成が困難な経営支援機関もある。少数の担当者が多くの課題対応を迫られて

いるゆえである。規模は小さくても課題のバリエーションはそれほど少なくならない。また、スキル

面でも厳しい機関もある。そのような機関には Step.0 を設け、コンタクトパーソンとして最低のスキ

ルを身につけていただき、その他の部分は他の経営支援機関に依頼するという形とした。 

 

○担い手の育成方法① 

 課題）今期はコロナ禍の影響を大きく受けた。機関個別勉強会では Web 会議システムによる研修形式と

なり、受講生一人につき PC 一台ではない状況により、きめ細かな指導が出来なかった。また、企業

戸別訪問では経営支援機関の配慮により企業訪問を自粛する動きがあり、訪問企業数に制限が生じた。 

 対応・工夫した点） 

   機関個別勉強会では手元資料を印刷し郵送する等の対応を実施。企業戸別訪問では対応に限界があっ

た。来期は対策をしたい。 

 

○担い手の育成方法② 

 課題）金融機関では事業性評価が進展している。また、内閣府の先導的人材事業や金融庁の大企業人材地

方活躍推進事業なども展開されている。ここでの実用性も加味しなければならない。 

 対応・工夫した点） 

   金融機関においては事業性評価との接続性を考慮した。具体的には、事業性評価ではたとえば財務デ

ータを軸にして環境分析から SWOT 分析まで実施しているが、ここで分かるのはマクロな戦略であ

る。さらに人材の課題を抽出できるように事業性評価で発見した経営課題を組織＝人材の問題に連動

させるツールの使用方法を提示した（経営課題と人材の問題の連動）。 

 

○ワークシートの工夫 

 課題）当初、座学研修のワークシートを専用に作成したが、現場での臨場感が伝わらない懸念が生じた。 

 対応・工夫した点）座学研修におけるワークシートも人材確保支援ツール（改訂版）とした。さらに、実

際の訪問により企業向け人材確保支援ツールも必要となったことから作成した。 

 

○育成達成度の評価方法 

 対応・工夫した点）自己評価ではなく記載できるか否かで図った。回答までに時間がかかるが振り返り効

果があり、納得度が高まっていると考えられる。 
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